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         概要 

 本資料は、設計規模を超える高潮・高波によって生じる水理現象と海岸堤

防の破壊現象、及びそれに対する構造上の工夫について、水理模型実験等か

ら得られた要点をまとめたものである。 
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         Synopsis 

This note is a summary of findings obtained from hydraulic model 

experiments etc. on hydraulic phenomena and failure phenomena of coastal 

dike caused by storm surges and high waves larger than design levels. 
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１．はじめに 

 

１．１ 本資料の位置づけ 

2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震では、東北地方の太平洋沿岸を中心に、津波による

浸水被害が生じ、堤防等の海岸保全施設も多く被災した。その災害復旧においては、数十年

から百数十年に一度程度来襲すると考えられる津波を海岸保全施設の設計対象に用いるこ

とが「設計津波の水位の設定方法等について」（2011 年 7 月 8 日海岸省庁課長通知）により

明確化され、その設計津波の水位を超える津波が越流しても堤防等が粘り強く効果を発揮

することが「海岸堤防等の粘り強い構造及び耐震対策」（2011 年 12 月 15 日海岸省庁課長通

知）により求められた。その後、「「海岸保全施設の技術上の基準について」の一部改正につ

いて」（2015 年 2 月 2 日海岸省庁局長通知）により、設計津波の水位を超える津波だけでな

く、設計高潮位を超える潮位または設計波を超える波浪の作用に対しても、海岸堤防等が粘

り強く効果を発揮することが求められるようになった。 

海岸省庁が設置した「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会」が 2020 年 7 月

にまとめた提言には、海岸保全において今後実施していくべき具体的な対応方策の一つと

して「粘り強い構造の堤防等の整備」が挙げられている。気候変動による平均海面水位の上

昇や台風の強大化が予想されている中で、海岸堤防の粘り強い構造の必要性が増している。 

国土交通省国土技術政策総合研究所では、津波が越流しても粘り強く減災効果を発揮す

る海岸堤防の構造についての成果を、国総研資料 No.646 及び No.1035、国総研技術速報 No.1

及び No.3、国総研プロジェクト研究報告第 52 号、土木学会論文集（鳩貝ら；2012、加藤ら；

2013、2014）等で順次発表してきた。一方、設計高潮位を超える潮位または設計波を超える

波浪の作用に対して粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造についても、土木学会論文集

（姫野ら；2016、竹下ら；2017a、2018、福原ら；2018、2021、2023、井樋ら；2022）等で

成果を発表してきた。 

本資料は、設計規模を超える高潮・高波によって生じる水理現象と海岸堤防の破壊現象、

及びそれに対する構造上の工夫の要点をまとめたものである。そのとりまとめにあたって

は、「「海岸保全施設の技術上の基準について」の一部改正について」（2015 年 2 月 2 日海岸

省庁局長通知）に記載された海岸堤防の粘り強い構造に関する規定との整合を図りつつ、こ

れまでに発表した成果をもとに、設計規模を超える高潮・高波に対する海岸堤防の粘り強い

構造の理解を容易にすることを意識した。 

本資料では、2 章において設計規模を超える高潮・高波によって生じる水理現象と堤防の

破壊現象を説明し、3 章において構造上の工夫の考え方と要点を示し、4 章に全体の概要を

まとめている。 

 

  



2 
 

１．２ 粘り強い構造の定義とその効果 

2011 年に発生した東日本大震災の以前においては、設計津波を超える津波や高潮、波浪

が作用した状態での海岸堤防の機能や要求性能は定められていなかった。東日本大震災で

は、設計津波を超える津波が海岸堤防を越流することにより多くの海岸堤防が被災し、また、

背後地に甚大な被害が発生した。 

 中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」

は、津波対策を構築するにあたって、海岸堤防等の構造物により人命・財産を守ることを目

指す比較的頻度の高い津波と、避難等のソフト対策を軸に何としても命を守ることを目指

す最大クラスの津波の２つを想定すること、あわせて、海岸堤防等の施設については、設計

を上回る津波に対しても粘り強く効果を発揮する技術開発を行い、整備を進めることを

2011 年 7 月に提言した。 

その提言を受けて、海岸関係省庁が設置した「海岸における津波対策検討委員会」は、比

較的頻度の高い津波を数十年から百数十年に一度程度の頻度で到達すると想定される津波

とし、その津波が海岸堤防を乗り越えて堤内地側へ侵入しないことを条件とした津波シミ

ュレーションを行う等により算出された水位を設計津波の水位として設定することを提言

した。また、設計津波を上回る津波に対して海岸堤防等の施設を粘り強い構造とすることで

期待する効果を以下のように示した（海岸における津波対策検討委員会、2011）。 

 

海岸堤防の粘り強い構造の基本的な考え方は、津波が越流した場合であっても、以下

のいずれかもしくは両方の効果を発揮するよう構造上の工夫を施すものである。 

1)施設が破壊、倒壊するまでの時間を少しでも長くする 

2)施設が完全に流失した状態である全壊に至る可能性を少しでも減らす 

  

また、海岸堤防の粘り強い構造により施設の効果が粘り強く発揮された場合には、以

下に示す効果が期待される。 

・浸水までの時間を遅らせることにより避難のためのリードタイムを長くする効果 

・浸水量が減ることにより浸水面積や浸水深を低減し、浸水被害を軽減する効果、第２

波以降の被害を軽減する効果 

・施設が全壊に至らず、一部残存した場合には、迅速な復旧が可能となり二次災害のリ

スクが減る効果や、復旧費用を低減する効果 

・今次津波においては、堤防が残存した箇所では侵食（砂浜幅の減少）が殆ど見られな

かった事例も確認されており、海岸地形を保全する効果 

  

 2014 年に改正された海岸法では、津波、高潮等により海水が当該堤防を越えて侵入した

場合にこれによる被害を軽減するため、当該堤防と一体的に設置された根固工又は樹林を

含めて海岸保全施設と規定された。また、海岸法改正後に改められた「海岸保全区域等にか
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かる海岸の保全に関する基本的な方針」（2015 年 2 月 2 日農林水産・国土交通省告示第一

号）では、以下のような方針が示された。 

・海岸保全施設の整備に当たっては、背後地の状況を考慮しつつ、津波、高潮等から海水の

侵入又は海水による侵食を防止するとともに、海水が堤防等を越流した場合にも背後地の

被害が軽減されるものとする。 

・背後地の状況等を考慮して、設計の対象を超える津波、高潮等の作用に対して施設の損傷

等を軽減するため、粘り強い構造の堤防、胸壁及び津波防波堤の整備を推進する。その際、

粘り強い構造の堤防等について、樹林と盛土が一体となって堤防の洗掘や被覆工の流出を

抑制する「緑の防潮堤」など多様な構造を含めて検討する。 

 

 以上のことをふまえ、本資料では、津波越流に対する海岸堤防の粘り強い構造の要点をま

とめた国総研資料 No.1035 と同様に、背後地の被害軽減を目的とした、堤防の損傷等を軽減

する機能を有する構造を「粘り強い構造」として取り扱い、設計高潮位を超える潮位の海水

及び設計波を超える波浪の作用に対して海岸堤防を粘り強い構造とするための要点をまと

めることとする。また、海岸堤防にはさまざまな型式のものがあるが、本資料では、図-1.2.1

のような台形断面の土堤の表面が被覆された傾斜堤を主に対象とする。 

 

また、「粘り強い河川堤防の構造検討に係る技術資料（案）」では、粘り強い河川堤防の構

造検討の条件として箇所ごとに越流水深などの諸量を一つの値に定めるのは現状では難し

いものの、粘り強い河川堤防の越水に対する性能の評価の目安となる外力は「越流水深 30cm

に対して、越流時間 3 時間」とされている。設計規模を超える高潮・高波に対する海岸堤防

の粘り強い構造の検討条件も一律に定めることは難しいが、本資料では、海岸堤防の被災が

生じる目安が示されている越波流量に着目し、海岸堤防の被災限界越波流量の 2 倍程度

（0.1m3/s/m）の越波流量を最大値として構造上の工夫を検討した。このため、潮位が堤防の

天端高を上回ることで生じる越流は検討対象外としている。さらに、洗掘のように高潮や高

波の継続時間が問題となる水理現象があることから、高潮が大きくなりやすい内湾への適

用を念頭に、「海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）」における閉鎖性の海岸での外力の継

続時間である 12 時間を目安として構造上の工夫を検討した。 

 

注：「「海岸保全施設の技術上の基準について」の一部改正について」（2015 年 2 月 2 日海岸

省庁局長通知）における「根固工」は、「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」（海岸保全

施設技術研究会編、2004 年 3 月）における基礎工（表法先に設置するもの）、根固工（表法

先に設置するもの）、または根留工（裏法尻に設置するもの）に相当する。これらの混同を

避けるため、本資料では、「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」に沿って、図-1.2.1に

示す表記で統一する。 



4 
 

 
図-1.2.1 堤防の各部分の名称 
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参考 

 「「海岸保全施設の技術上の基準について」の一部改正について」（2015 年 2 月 2 日海岸

省庁局長通知）における堤防の規定（下線部は粘り強い構造に関する部分）。 

 

３．２ 堤防 

３．２．１ 目的と機能 

 堤防は、海岸背後にある人命、資産を高潮、波浪及び津波から防護するとともに、陸

域の侵食を防止することを目的として設置される海岸保全施設である。 

堤防は、設計高潮位の海水若しくは設計波又は設計津波の作用に対して、高潮若しく

は津波による海水の侵入を防止する機能、波浪による越波を減少させる機能、若しくは

海水による侵食を防止する機能のいずれかの機能又は全ての機能を有するものとする。 

 これらの機能に加えて、当該堤防の背後地の状況等を考慮して、設計高潮位を超える

潮位の海水若しくは設計波を超える波浪又は設計津波を超える津波の作用に対して、当

該堤防の損傷等を軽減する機能を有するものとする。 

 

３．２．２ 設計の方針 

 設計高潮位の海水若しくは設計波又は設計津波の作用に対して所定の機能が発揮さ

れるよう、堤防の型式、天端高、天端幅、法勾配及び法線を定めるものとする。 

 また、設計高潮位を超える潮位の海水若しくは設計波を超える波浪又は設計津波を超

える津波の作用に対して所定の機能が発揮されるよう、堤防の型式、天端幅及び法勾配

（根固工にあっては型式、幅及び厚さ、樹林にあっては樹種並びに盛土の幅及び厚さ）

を適切に定めるものとする。 

 

３．２．３ 要求性能 

 堤防は、所定の機能が発揮されるよう、適切な性能を有するものとする。また、堤防

は、設計高潮位以下の潮位の海水、設計波、設計津波、設計の対象とする地震及びその

他の作用に対して安全な構造とするものとする。 

 さらに、設計高潮位を超える潮位の海水若しくは設計波を超える波浪又は設計津波を

超える津波の作用に対して、背後地の状況等を考慮して、当該堤防の損傷等を軽減する

構造とするものとする。 

 

３．２．４ 照査において考慮すべき条件 

 堤防の構造型式や構造諸元の決定に当たり考慮すべき条件は以下のとおりとする。 

（１）自然条件 

 ａ）潮位 

 ｂ）波浪 
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 ｃ）津波 

 ｄ）流れ 

 ｅ）漂砂 

 ｆ）海底地形及び海浜地形 

 ｇ）地盤 

 ｈ）地震 

（２）その他の条件 

 ａ）背後地の重要度 

 ｂ）海岸の環境 

 ｃ）海岸の利用及び利用者の安全 

 ｄ）船舶航行条件 

 ｅ）施工条件 

 

３．２．５ 目的達成性能の照査 

 堤防の設置目的を達成するための性能は、原則として天端高、表法勾配、天端幅、裏

法勾配、根固工の型式、幅及び厚さ、樹林の樹種並びに盛土の幅及び厚さの組合せによ

り評価するものとする。 

 性能の照査に当たっては、当該海岸における設計潮位、設計波、設計津波等を適切に

設定し、波のうちあげ高若しくは越波流量又は設計津波の水位（堤防によるせり上がり

を考慮した津波高さ）が所定の値（うちあげ高にあっては天端高、越波流量にあっては

許容越波流量、設計津波の水位にあっては地震後の天端高）を上回らないことを確認す

るものとする。 

 また、当該堤防における設計高潮位を超える潮位の海水若しくは設計波を超える波浪

又は設計津波を超える津波の作用に対する所定の性能の照査に当たっては、当該堤防の

損傷等を軽減する機能を有していることを確認するものとする。 

 照査手法は、信頼性のある適切な手法を用いるものとする。 

 

３．２．６ 安全性能の照査 

 堤防は、波力、地震力、土圧等の作用に対して安全な構造とするものとするとともに

透水をできるだけ抑制し得るものとする。安全性能の照査では、信頼性のある適切な手

法を用いるものとする。 

 ただし、構造の細目については実績のある適切な例を参考にして設定することができ

るものとする。 
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１．３ 設計外力に対する構造と粘り強い構造との関係 

 高潮や高波による海岸堤防の被災に関する研究事例は比較的多い。大河原ら（1983）は、

1980 年以前の海岸堤防・護岸の被災事例を分析し、外洋性の海岸では堤体前面の洗掘、吸

出しによる被災が多いこと、砂浜幅が広く、前浜勾配が緩いほど被災率が小さいことなどを

明らかにしている。また、「美しい海辺を守る災害復旧ガイドライン（案）」のほか、図-1.3.1

のように、海岸省庁の「海岸保全施設維持管理マニュアル」には、海岸堤防の変状連鎖が整

理されており、海岸堤防の前面海底の洗掘を起点として海岸堤防が被災に至る過程が示さ

れている。このほか、加藤ら（2011）は、1999～2009 年における河川局所管海岸の海岸堤

防・護岸の被災事例 321 件において、侵食傾向の砂浜海岸での事例が多いこと、海底地盤の

低下が起点となっている事例が多いことを確認している。一方、平山（2011）は、2004～2008

年に生じた波浪災害を取り上げ、海岸侵食による海岸防護機能の低下も被災の要因として

挙げつつも、海岸・港湾施設の被災パターンを、高潮に対する波力増大、地形の影響による

波力集中、背後地盤の影響、設計波を超える甚大な波力に分類している。以上のように、高

潮や高波による海岸堤防の被災は、海岸堤防の前面地盤の低下が起点となっていることが

多いが、設計規模を超える波浪による被災も生じている。 

 海岸堤防の前面地盤の低下に対しては、海岸堤防の構造を工夫するだけでなく、総合的な

土砂管理や海岸侵食対策を実施する必要があり、その必要性は「緩傾斜堤の設計の手引き」

などの技術基準類において指摘されてきた。その実施を前提として、本資料では、設計規模

を超える高潮・高波に対して粘り強い構造の要点を整理する。 

 

 

図-1.3.1 堤防（消波工なし）の変状連鎖（出典：海岸保全施設維持管理マニュアル） 
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２．設計規模を超える高潮・高波によって生じる水理現象と堤防の破壊現象 

 

２．１ 設計規模を超える高潮・高波による水理現象の特徴 

設計高潮位を超える潮位の海水及び設計波を超える波浪（以下、「設計規模を超える高潮・

高波」という）の作用が生じると、波返工や堤体の海側に作用する波力、越波による天端か

ら裏法尻にかけての高流速（およびそれに伴うせん断力）、表法先や裏法尻での洗掘、基礎

地盤・被覆工下の堤体への浸透などが同時に発生していく（図-2.1.1）。 

波力については２．１．１で、越波については２．１．２で、表法先での洗掘については

２．１．３で、裏法尻での洗掘については２．１．４で、浸透については２．１．５で説明

する。 

なお、海岸堤防の天端高は高潮に対する必要高と津波に対する必要高の高い方を採用す

ることが多い。高潮に対する必要高は、設計波に対する必要高や余裕高を設計高潮位に加え

て求められることが多いため、設計高潮位より相当大きい。このため、設計規模を超える高

潮・高波が生じる場合には、潮位が海岸堤防の天端高より低いものの相当の越波が生じた後

に、潮位が海岸堤防の天端高を超えて越流が生じる。このように海岸堤防は越流が始まる前

から設計条件を超える外力が作用していることから、本研究では越流が生じる前の状態を

対象とする。 

 

 

図-2.1.1 設計規模を超える高潮・高波によって生じる水理現象 

 

  

波力

表法先
の洗掘

浸透

越波

裏法尻
の洗掘

遡上・流下
高流速
せん断力

浸潤線の上昇

空気圧の
上昇

水圧の
上昇
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２．１．１ 波力 

高潮により潮位が上昇すると、その上昇量に応じて海岸堤防に作用する静水圧は大きく

なる。また、波浪が海岸堤防に到達すると、波浪の衝突によって海岸堤防表面の圧力が上昇

する。波浪の衝突によって生じる波力は、波返工のような直立壁の設計において特に考慮す

べき外力である。 

構造物の設計では、潮位に応じた静水圧とは別に、波浪の衝突による圧力上昇を波圧式に

より求め、それらを合わせた圧力を対象とする。「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」

では、波圧式として、海中構造物に対しては図-2.1.1.1 のような分布を示す合田式が、陸

上構造物に対しては図-2.1.1.2 のような分布を示す富永・久津見の算定式が例示されてい

る。 

 

 
図-2.1.1.1 海中の直立壁に作用する波圧分布 

（出典：海岸保全施設の技術上の基準・同解説） 

 

 
図-2.1.1.2 陸上の直立壁に作用する波圧分布 

（出典：海岸保全施設の技術上の基準・同解説） 
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富永・久津見の算定式は、汀線の陸側にある直立壁に作用する波圧の分布を式 2.1.1.1～2

のように表している。ここで、p は堤体基部（地盤面）での波圧(kn/m2)、Roは波圧が 0 とな

る地盤面上の高さ(m)、βは海底勾配、x は汀線から直立壁までの距離(m)、ρ0 は海水の密度、

H0’は換算沖波波高(m)、L0’は沖波の波長(m)である。 

  

 =1.8 tanβ ( ) ⁄ −    (2.1.1.1) 

 = 1.7tanβ ( ) ⁄ −    (2.1.1.2) 

 

高橋ら（2018）は、富永・久津見の算定式が規則波実験の結果であるため、現地に来襲す

る不規則波の有義波高を与えると過小な結果になると指摘している。このため、富永・久津

見の算定式には最大波高を与える、または式 2.1.1.3～4 に示す高橋ら（2018）の提案式を用

いて波圧を算定することが望ましい。 

 

 =6.8 tanβ ( ) ⁄ −    (2.1.1.3) 

 = 5.6tanβ ( ) ⁄ −    (2.1.1.4) 
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２．１．２ 越波による高流速 

波が海岸堤防を乗り越える現象である越波は、天端上の波返工に大きな波力を及ぼすと

ともに、天端から裏法および根留工上において高流速を発生させ、裏法尻において洗掘を生

じさせる（写真-2.1.2.1）。海岸堤防が表法だけでなく天端や裏法もコンクリートで被覆さ

れている主な理由は、このような高流速による堤体土の侵食を防ぐためである。 

 

 
写真-2.1.2.1 水理模型実験で確認された越波による裏法上の高流速 

 

越波は不規則波による間欠的な現象であるため、瞬間的な越波流量が越波流量の時間平

均値と比べてはるかに大きくなることがある。また、加藤ら（2014）の津波の越流実験では

越流水深 1m でも越流量は 1.0m3/s/m を超え、三面張りの海岸堤防の許容越波流量より 20 倍

も大きかったが、瞬間的な越波流量は小水深の津波越流に匹敵する恐れがある。 

越波時の裏法上の流速を定量的に見積もることは難しいが、数値計算により推定するこ

ともできる。図-2.1.2.1 は竹下ら（2017b）による CADMAS-SURF での越波計算で得られ

た最大流速分布の例を示している。裏法上の流速は，法肩（X=-0.1）から法尻（X=0.0）に

かけて増加していることがわかる。 

このような越波による高流速に対しては、津波越流への対策と同様に、裏法被覆工の厚さ

を十分に確保するとともに、高流速による流体力をまともに受けないように裏法被覆工に

不陸が生じにくい構造にすることが有効であると考えられる。 
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図-2.1.2.1 海岸堤防背後の最大流速分布の計算例 

（越波量 0.0054m3/s/m、堤防高 6m、法勾配 1:1） 
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２．１．３ 表法先での洗掘 

波浪が海岸堤防に繰り返し到達すると、海岸堤防の表法先では洗掘が生じる。波浪による

洗掘は、構造物の設置水深に応じて、砕波領域と重複波領域に分けて議論されてきた。海岸

堤防の多くは砕波領域に存在しており、その洗掘についても砕波領域を対象とした水理模

型実験により検討されてきた。 

海岸堤防の表法先での洗掘については、反射波や法面上の戻り流れの影響が指摘されて

きた（椹木ら(1971)）。それらは表法勾配の影響を受け、表法勾配が大きいほど表法先の洗掘

量が大きくなると言われてきた（橋本ら(1983); 佐伯ら(1985)）。表法勾配が 1 割より緩い傾

斜堤の表法先の洗掘は、1)表法被覆工に波がうちあがるときに基礎工前面の砂を押し上げて

海底面を削る現象、2)表法被覆工上の戻り流れが基礎工近傍で渦を発生させ基礎工前面の砂

を巻き上げる現象、3)基礎工前面付近での砕波により発生した渦が基礎工前面の砂を削り取

る現象により生じ、このうち 2)が最も顕著であることが大型水理模型実験で明らかになっ

ている（井樋ら(2022)）。 

以下では、井樋ら(2022)が波浪による海岸堤防の表法先での洗掘に関する実験（縮尺 1/8）

を行った結果を紹介する。 

長さ 123.9 m、幅 2 m、深さ 5 m の波浪実験水路（側壁の 1 面はガラス張り）内（図-2.1.3.1）

に、図-2.1.3.2に示す縮尺 1/8 の堤防模型（高さ 0.75 m、天端幅 0.375 m、表法・裏法勾配

1:2）を設置した。堤防模型の幅は 1.7 m とし、水路奥側 0.25 m と手前側 0.05 m はそれぞれ

計測機器設置と水路側面のガラス保護のため木製の固定床とした。基礎工及び根留工（いず

れも高さ 0.125m、幅 0.125m）は木製であり、波によって動かないように固定した。また、

堤防模型の海側 3 m までを移動床として、それ以外は固定床とした。移動床には d50=0.1 mm

の珪砂（沈降速度の相似則で現地換算値 0.2 mm の細砂相当）を用い、層厚 0.6 m ごとに珪

砂を敷き均して適量の水を撒いた後、締固めを行う作業を繰り返して成形した。 

造波条件については、修正 Bretschneider-光易型の不規則波で、波形勾配は 0.02~0.03 程度

とし、許容越波流量を参考に目標越波流量の現地換算値を 0.01、0.05、0.10 m3/s/m、海岸事

業の費用便益分析指針での外力設定を参考に各条件 51 分間（現地換算値 2.4 時間相当）と

設定し、目標越波流量となるように造波試験により波高、周期、水位を調整した。その結果

として、実験での堤脚水深（基礎工上面からの水位）、沖波有義波高、沖波有義波周期は、

表-2.1.3.1のとおりである。目標越波流量が小さい方から、Case S-1、Case S-2、Case S-3 と

呼ぶことにする。 

図-2.1.3.3のように、実験後の基礎工前面（沖向き距離 0 cm）の洗掘深は、Case S-1 よ

りも Case S-2、Case S-3 の方が大きいが、ケース間の大きな差は見られない。また、目標越

波流量が大きくなるに従い、より沖まで洗掘される傾向がある。目標越波流量の増大により

波が天端近くまでうちあがる頻度は増えるが、天端を越えた水は海側には戻らないことか

ら、表法被覆工上の戻り流れが堤防の高さにより規定されることが基礎工前面の洗掘深に

影響したと考えられる。 
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図-2.1.3.1 表法先での洗掘に関する実験の断面図 

 

 

図-2.1.3.2 堤防模型の断面図 

 

表-2.1.3.1 水位及び波浪条件 

Case 目標越波流量 
（現地換算値） 

堤脚水深 沖波有義波高 沖波有義波周期 

S-1 0.01 m3/s/m 0.197 m 0.33 m 2.3 s 
S-2 0.05 m3/s/m 0.242 m 0.48 m 2.8 s 
S-3 0.10 m3/s/m 0.268 m 0.60 m 3.1 s 

 

 

図-2.1.3.3 実験後の基礎工前面の洗掘状況 

 

 なお、堤防の高さと基礎工前面の洗掘深との関係については、以下のように整理できる。

123.9m

1.12 m
1.88 m

40 m

造波機堤防模型 波高計
流速計

3.63 m 5.53 m

5 m

2.75m

越波枡
0.4 m

移動床 固定床

止水板

固定床

4.48 m6.72 m
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井樋ら(2022)が明らかにした戻り流れによる渦の大きさは、水面から底面までの深さで規定

されることから、井樋ら(2022)、福原ら(2021)、竹下ら(2018)、福原ら(2023)の水理模型実験

（いずれも表法勾配 1:2、沖波波高の現地換算値 1.9～4.8m、堤脚水深の現地換算値 1.6～

2.3m）における水面からの洗掘深（表法先からの洗掘深＋表法先の水深）と水面からの堤防

高との関係を整理した。図-2.1.3.5 のように、水面からの洗掘深（堤脚水深 h+基礎工上面

からの洗掘深Δhmax）を沖波波高 Ho で無次元化した値は、水面からの堤防高（堤脚からの

堤防高 H-h）を Ho で無次元化した値が 1.5 以下の範囲では、水面からの洗掘深を Ho で無

次元化した値は堤防高とともに大きくなっている。また、水面からの堤防高を Ho で無次元

化した値が 1.5 を超えると、水面からの洗掘深を Ho で無次元化した値はほぼ一定になって

いる。このことは、表法勾配 1:2 の堤防においては、水面からの洗掘深が沖波波高の 1.2 倍

程度に達することを示している。 

 

   

図-2.1.3.4 変数の定義    図-2.1.3.5 水面からの洗掘深と 

堤防高との関係 
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２．１．４ 裏法尻での洗掘 

高潮による潮位上昇や高波の来襲により海岸堤防では越波が生じ、それによって海岸堤

防を流れ下った海水により、海岸堤防の裏法尻では洗掘が生じる。潮位が海岸堤防を超える

ことで生じる越流と比べて、越波により海岸堤防陸側に流れ込む海水の瞬間的な量は少な

いが、台風等の停滞によっては越波の継続時間が長くなる恐れがあることに留意する必要

がある。 

姫野ら(2016)は、越波による裏法尻での洗掘の特徴として、津波越流による洗掘と同様に

洗掘深の増大は次第に緩やかになること、同程度の最大洗掘深が発生する津波越流時と比

べて洗掘の範囲が狭いことなどを明らかにしている。 

以下では、井樋ら(2022)が越波による海岸堤防の裏法尻での洗掘に関する実験（縮尺 1/8）

を行った結果を紹介する。 

２．１．３で紹介した実験を行った水路内（図-2.1.4.1）内に、同様の縮尺 1/8 の堤防模

型（高さ 0.75 m、天端幅 0.375 m、表法・裏法勾配 1:2）を設置した。堤防模型の陸側 4.48 m

までを移動床とし、それ以外は固定床とした。移動床の材料や成形方法は同様である。波浪

条件も同様であり、目標越波流量が小さい方から、Case L-1、Case L-2、Case L-3 と呼ぶこと

にする。 

実験後の根留工背面（岸向き距離 0m）の洗掘深は目標越波流量の大きさにかかわらずほ

ぼ同じであったが、背後の最大洗掘深は目標越波流量が大きいケースほど大きく、その位置

は根留工からより離れていた（図-2.1.4.2）。これは、津波越流による洗掘に対する根留工

の効果と同様に、根留工の上面が裏法被覆工からの流れを背後地盤に突っ込む向きから水

平方向に変えることで、根留工近傍での洗掘を軽減するものの、より岸側方向に離れた箇所

に対してはあまり影響を及ぼさないことを示している。今回の実験のように許容越波流量

を少し超える程度の越波に対しては、現地換算値 1m 程度の上面幅を有する根留工がある場

合には根留工背面の洗掘深は抑制されている。 

また、姫野ら(2016)は、大量の越波による堤防陸側での洗掘に関して、式(2.1.4.1)のように、

最大洗掘深に相当する定在渦のスケール Riを越波流量 qi が規定するものとしている。  

 
~ / / /      (2.1.4.1) 

 

ここで、g は重力加速度、zfi は落差（堤防の比高）である。そこで、竹下ら(2017a)及び福

原ら(2021)、福原ら(2023)の実験結果と、各実験の最大洗掘深Δhmax と上式で求めた Ri との

比を求めたところ、図-2.1.4.3のように、越波流量が 0.05 m3/s/m 程度以上では 5 程度であ

った。 
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図-2.1.4.1 裏法尻での洗掘に関する実験の断面図 

 

  

図-2.1.4.2 実験後の根留工背後の洗掘状況 写真-2.1.4.1 実験後の根留工背後の洗掘 

    状況（Case L-3）      

 

 

図-2.1.4.3 堤防陸側での最大洗掘深と定在渦のスケールの関係 
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２．１．５ 浸透と被覆工下圧力の上昇 

高潮により潮位が上昇すると、海水が基礎地盤や堤体土に浸透し、堤体土内の浸潤線上昇

が起こる。また、被覆工の遮水性が高い場合には堤体土内の空気が密閉され、空気圧が上昇

する恐れがある。高潮の周期は数分から数十分である津波と比べて長いことから、高潮によ

る浸透は津波によるものより注意する必要がある。 

福原ら(2018)が高潮時の浸透に関する実験（縮尺 1/6）を行った結果を以下に示す。 

図-2.1.5.1 のように、長さ 52m、幅 1.2m、高さ 0.6m の水路に設けた砂地盤（海底勾配

1/30、透水係数 4.8×10-5m/s）の上に、砂地盤と同じ材料で形成した盛土の三面を平張りコ

ンクリートで被覆した傾斜堤（法勾配 1:2）を想定した堤防模型（比高 0.5m、天端幅 0.5m）

を設置した。海岸堤防前面の表層には、波浪が作用しても移動しづらい玉砂利を層厚 3cm で

敷設した。天端及び法面の被覆工、基礎工及び根留工は木材を用いて製作し、表法からの浸

透が生じない構造とした。また、堤体内の空気が圧縮され、浸透に影響することを防ぐため、

堤防天端に空気孔（φ20mm×4 個）を設けた。さらに、越波した水が空気孔から堤体内に

浸透しないよう、表法を上方に 0.75m 延長し、その先に波返工を設けた。 

堤前水位（基礎工天端からの高さ）や沖波条件については、表-2.1.5.1 のように 2 ケー

スを設定した。実験では、水路床から 0.2m の水位にて 24 時間以上の養生を行った後、水路

床から所定の堤前水位まで徐々に水位を上昇させ、一定時間待機した後に 150 分間造波し

た。 

 

 
図-2.1.5.1 模型断面 

 

表-2.1.5.1 実験条件 

ケース 堤前水位(m) 沖波有義波高(m) 沖波有義波周期(s) 

1 0.2 0.369 1.41 

2 0.2 0.298 1.81 

 

 各ケースで間隙水圧計により測定された圧力変動幅と基礎工前面からの水平距離との関

係を図-2.1.5.2 に示す。ここで、圧力変動幅は、解析時間内（各 5 分間）における圧力の
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最大値と最小値の差分と定義しており、一波毎の圧力の差分ではない。ケース 1 では、圧力

変動幅と基礎工前面から陸側の水平距離の相関は確認できず、いずれも圧力変動幅は約

0.007m（圧力水頭）前後であった。一方、ケース 2 では水平距離 0m における圧力変動幅が

0.013m 前後であったが、水平距離 0.5m では 0.008m 前後、水平距離 0.8m では 0.006m 前後

となっており、基礎工前面からの水平距離が長くなるに従い、圧力変動幅が小さくなる傾向

が確認できる。また、水平距離 1.1m 及び 1.7m における圧力変動幅も水平距離 0.8m と同様

の値を示していることから、波浪による圧力変動は基礎工前面からの距離に応じて減衰し

ていくことがわかる。 

 図-2.1.5.3 は、間隙水圧から算出した浸潤線の位置を示している。堤体内の浸潤線は造

波後に上昇し、造波後には、基礎工の陸側から水平距離 0.3m における浸潤線の高さはケー

ス 1 で 0.09m、ケース 2 で 0.07m であった。 

 以上のように、海岸堤防への浸透が見られるが、浸透に対する波浪の影響は著しく小さい

と想定される。 

 

 

図-2.1.5.2 地盤内の間隙水圧の変動状況（左：ケース１、右：ケース２） 

 

  
図-2.1.5.3 間隙水圧から算出した浸潤線（左：ケース１、右：ケース２） 
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２．２ 設計規模を超える高潮・波浪による海岸堤防の破壊現象 

２．２．１ 破壊に至る素過程と破壊現象 

２．１で説明した設計規模を超える高潮・高波時の水理現象に伴う海岸堤防の破壊現象は、

波返工の破損、根留工の不安定化、裏法被覆工の不安定化、基礎工の不安定化、堤体材料の

吸い出し、パイピングなどの素過程に分類できる。これらが同時かつ相互に影響しながら破

壊が進行し、全壊に至ると考えられる。 

高潮・高波時の傾斜堤の破壊に至る素過程は図-2.2.1.1 のように整理される。波返工の

破損については２．２．２で、基礎工の不安定化については２．２．３で、根留工の不安定

化については２．２．４で、堤体材料の吸い出しについては２．２．５で、表法被覆工の不

安定化については２．２．６で、表法被覆工の不安定化については２．２．７で、パイピン

グについては２．２．８で説明する。 

 

  
図-2.2.1.1 傾斜堤の破壊に至る素過程 
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２．２．２ 波返工の破損  

波返工は、風波やうねり、それらによるしぶきが堤内側に入るのを防ぐことを目的に、天

端上に突出して設けられる構造物である。波返工は風波等による波力に耐えられるよう、図

-2.2.2.1 のように表法被覆工と一体化されることが多い。このため、設計規模を超える波

力が作用すると、波返工が表法被覆工とともに倒壊し、それが全壊に至るきっかけとなる恐

れがある。 

写真-2.2.2.1のように、高知県菜生海岸では、2004 年の台風 23 号により、波返工が延長

約 30m にわたって破断し、背後に転倒した。「菜生海岸災害調査検討委員会報告書」では、

計画波高を大きく超える波浪が大きく堤防を越波し、かつ強く打ちつけることにより、波返

工と表法被覆工との打継目に配置された鉄筋が延びきって引張により破壊したと推定され

ている。このような波返工の破損は、写真-2.2.2.2 のように、1999 年の台風 18 号による熊

本県手場海岸での被災など、各地で生じている。 

「平成２３年東北地方太平洋沖地震及び津波により被災した海岸堤防等の復旧に関する

基本的な考え方」では、津波越流による波返工の破損を防ぐための要点として、波力に対し

て必要な配筋を施すこと、または波返工を設置しないことが挙げられている。設計規模を超

える高潮・高波に対する波返工の対処については３．１で述べる。 

 

 
図-2.2.2.1 波返工の配筋例（出典：海岸保全施設の技術上の基準・同解説） 

 

   
写真-2.2.2.1 高知県菜生海岸の堤防被災 写真-2.2.2.2 熊本県手場海岸の堤防被災 
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２．２．３ 基礎工の不安定化  

図-2.2.3.1 のように、海岸堤防に波浪が来襲すると、基礎工の上面には砕波による渦や

表法からの戻り流れによるせん断力や水圧が作用するほか、基礎工の海側が洗掘されるこ

とで受働土圧が期待できなくなり、洗掘が根留工の下面まで進むと根留工下面の摩擦力が

低下する。また、堤体内の浸潤線上昇により、表法被覆工と堤体土の間の摩擦が低下し、表

法被覆工の自重によって基礎工を下に押し出そうとする力が大きくなる。さらに、基礎工の

下面に作用する水圧が上昇することで、基礎工下面の摩擦力も低下する。以上の結果、基礎

工は不安定になり、海側への滑動や転倒が生じやすくなる。基礎工は表法被覆工を支えてい

るので、基礎工の移動や流失は表法被覆工での隙間の発生による堤体土の吸い出しや、表法

被覆工の流失に繋がる。 

写真-2.2.3.1は、水理模型実験において、基礎工が海側に押し出された例である。 

基礎工の不安定化を防ぐための要点は、基礎工際の洗掘の軽減や洗掘しても移動しにく

い構造にすることである。その構造上の工夫は３．２で説明する。 

 

 
図-2.2.3.1 基礎工に作用する力 

 

 
写真-2.2.3.1 基礎工の移動状況（福原ら、2023） 
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２．２．４ 根留工の不安定化  

設計規模を超える高潮・高波により根留工が不安定になるメカニズムは、津波越流時のメ

カニズムと同様である。図-2.2.4.1 のように、越波により裏法上で高速流が生じると、根

留工の上面には越流水のせん断力や水圧が作用するほか、根留工の陸側が洗掘されること

で受働土圧が期待できなくなり、洗掘が根留工の下面まで進むと根留工下面の摩擦力が低

下する。また、堤体内の浸潤線上昇により、裏法被覆工と堤体土の間の摩擦が低下し、裏法

被覆工の自重によって根留工を下に押し出そうとする力が大きくなる。さらに、根留工の下

面に作用する水圧が上昇することで、根留工下面の摩擦力も低下する。以上の結果、根留工

は不安定になり、陸側への滑動や転倒が生じやすくなる。根留工は裏法被覆工を支えている

ので、根留工の移動や流失は裏法被覆工での隙間の発生による堤体土の吸い出しや、裏法被

覆工の流失に繋がる。 

写真-2.2.4.1 は、水理模型実験において、越波による洗掘で根留工が陸側に押し出され

た例である。 

根留工の不安定化を防ぐための要点は、根留工際の洗掘を軽減することである。その構造

上の工夫は３．６で説明する。 

 

  
図-2.2.4.1 根留工に作用する力 

 

 
写真-2.2.4.1 根留工流失からの破壊状況（竹下ら、2017a） 

  

裏法被覆工
の自重

水圧

主働土圧

水圧

水圧

水圧

せん断力

根留工

摩擦力



24 
 

２．２．５ 堤体材料の吸い出し 

表法先の洗掘が進行すると、基礎工の下から堤体材料が吸い出されることがある。たとえ

ば、2008 年 2 月の高波による富山県下新川海岸での堤防被災では、堤体材料の顕著な吸い

出しや空洞の発生が確認された（写真-2.2.5.1、図-2.2.5.1）。 

岩崎ら（1995）は、水理模型実験により、基礎工下の矢板工の海側地盤の低下とともに矢

板工野下を回り込んで堤体材料が吸い出される機構を明らかにしている。また、岡部ら（2011）

は、水理模型実験により、堤体内から流出する砂の量は波浪により作用する圧力変動振幅と

堤体内の空洞の大きさに比例し、空洞化現象が高波浪時に加速的に試行することを明らか

にしている。 

 

  
写真-2.2.5.1 海岸堤防の被災（下新川海岸） 図-2.2.5.1 空洞の状況（下新川海岸） 

 

 
写真-2.2.5.2 水理模型実験における吸い出しの発生・拡大（福原ら、2021） 

 

写真-2.2.5.2 は、福原ら（2021）が行った水理模型実験における吸い出しの状況を示し

ている。許容越波流量未満の条件で 102 分間造波した後、許容越波流量を超える条件で造波

を開始してから 16 分後を契機として基礎工の移動が生じ、その直後から基礎工下部、基礎
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工背後の堤防盛土材料の吸い出しが発生した。また、17 分前後では根留工のわずかな移動

も確認された。21 分後からは表法被覆工と天端被覆工の間に生じた隙間からの越波による

水の流入も確認され、51 分後には表側の吸い出し範囲は堤防高の 1/3 の範囲にまで拡大し

た。 

堤体材料の吸い出しを防ぐための要点は、基礎工前面の洗掘を軽減することや、基礎工前

面が洗掘されても堤体材料が吸い出されにくくすることである。これらについては３．２で

説明する。 
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２．２．６ 表法被覆工の不安定化 

設計規模を超える高潮・高波により表法先での洗掘が進み、基礎工の移動や堤体材料の吸

い出しが生じると、表法被覆工が表法先の洗掘孔に向かって移動するなど不安定化する。浸

透によって表法被覆工下面の圧力が増大することで、表法被覆工下面の摩擦が低下してず

れ落ちやすくなる。これらに基礎工の移動・流失も加わることで、表法被覆工は表法先の洗

掘孔に向かってずれ落ちる。 

写真-2.2.6.1 は、水理模型実験において、海側への表法被覆工の移動により天端被覆工

と表法被覆工との間に隙間が生じた例である。表法被覆工を遡上する波によってこのよう

な隙間から水が浸透すると、表法被覆工はさらにずれ落ちていく。 

表法被覆工の不安定化を防ぐための要点は、基礎工の不安定化や堤体土の吸い出しを防

ぐこと、被覆工下面の圧力上昇を軽減することである。これらの構造上の工夫については、

３．３で説明する。 

 

 
写真-2.2.6.1 表法被覆工の移動による表法肩での隙間の発生（福原ら、2023） 
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２．２．７ 裏法被覆工の不安定化 

設計規模を超える高潮・高波により裏法被覆工が不安定になるメカニズムは、津波越流時

のメカニズムと同様である。越波によって裏法で高流速が発生している中で、堤体土の吸い

出しなどによって被覆工に不陸が生じると、その不陸面には大きな流体力（主に抗力）が作

用する。また、浸透によって裏法被覆工下面の圧力が増大することで、裏法被覆工下面の摩

擦が低下してずれ落ちやすくなる。これらに根留工の移動・流失や裏法被覆工の上面に作用

する圧力低下の影響も加わることで、裏法被覆工がさらに不安定化する。 

写真-2.2.7.1 は、水理模型実験における裏法被覆工の移動事例である。この例では、根

留工の陸側での洗掘が進み、その洗掘孔に向かって根留工が移動するとともに裏法被覆工

と天端被覆工との間に隙間が生じ、その隙間から越波した水が流入することで堤体土が流

出し、最終的には裏法被覆工がずれ落ちている。 

 裏法被覆工の不安定化を防ぐための要点は、堤体土の吸い出しを防ぐこと、被覆工表面に

不陸を作らないこと、被覆工下面の圧力上昇を軽減することである。これらの構造上の工夫

については、３．５で説明する。 

 

 
写真-2.2.7.1 水理模型実験における裏法被覆工の移動の例 
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２．２．８ パイピング  

海岸堤防の設計においては、高潮時の堤防内外の水位差によるパイピングが生じないよ

うに、止水工の長さ等を設定している。しかし、設計規模を超える高潮・高波が来襲し、堤

防内外の水位差が大きくなる一方、海岸堤防の表法先や裏法尻での洗掘により堤防内外の

浸透路長が短くなると、パイピングが生じる恐れがある。海岸堤防の法勾配が急で敷幅が狭

い場合や、基礎地盤や堤体土の透水係数が大きい場合には、特に生じやすい。 

また、パイピングを生じさせる水みちは、堤体の下だけでなく、堤体内にも生じる恐れが

ある。表法や裏法の被覆にコンクリートブロックを用いる場合、そのブロックの下にフィル

ター層を設けることがあるが、それが堤防内外に連続していると水みちになる恐れがある

（図-2.2.8.1）。 

パイピングを防止するための要点は、堤防の敷幅を広げること、洗掘を軽減すること、浸

透路長が長くなるように止水することである。 

 

 
図-2.2.8.1 フィルター層による水みちの形成 

  

フィルター層

被覆工

浸透路
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３．構造上の工夫の考え方と要点 

 

３．１ 総説 

 設計規模を超える高潮・高波に対して堤防が粘り強く効果を発揮するための構造上の工

夫の考え方や要点を紹介する。 

２．２．１に示したように、高潮・高波による被災過程においては、複数の被災形態が複

合的に発生することが多いと考えられる。たとえば、福原ら（2021）は、設計波を超える波

浪による洗掘の進行は海岸堤防の裏側より表側の方が早いが、表側の変状と裏側の変状が

相互に影響を及ぼすことを水理模型実験により明らかにしている。最も弱点となる箇所に

対策を施しても他の箇所から被災が生じる恐れがあることから、津波越流に対して粘り強

い構造と同様に、設計規模を超える高潮・高波に対して粘り強い構造の検討では、特定の対

策工法のみに限定せず、複数工法の組み合わせを検討することが望ましいと考えられる。 

 以上のことから、設計規模を超える高潮・高波に対する三面張り堤防の構造上の工夫を検

討する上での留意すべき現象を表-3.1.1 のように整理する。これらをふまえて、３．２以

降に示す各部位の強化を検討する必要がある。 

 

表-3.1.1 三面張り堤防の構造上の工夫を検討する上で特に留意すべき現象 

・表法先での洗掘による基礎工の不安定化 

・裏法尻での洗掘による根留工の不安定化 

・高流速や法肩での圧力低下による被覆工の不安定化 

・波力による波返工の破損（波返工を設ける場合） 

・被覆工下面の圧力上昇 

 

 図-3.1.1では、コンクリート被覆式の海岸堤防の破壊現象への対処を黒枠内に示してい

る。２．２．３、２．２．５、２．２．６に示したように、表法先での洗掘に起因する根

固め工の不安定化や堤体材料の吸い出し、表法被覆工の不安定化に対し、その洗掘を低減

する、あるいはその洗掘に耐えられる構造が必要となる。また、２．２．４及び２．２．

７に示したように、越波により裏法を流れ下った海水による洗掘に起因する根留工や裏法

被覆工の不安定化に対しても、その洗掘を低減する、あるいはその洗掘に耐えられる構造

が必要となる。さらに、２．２．２に示したように、波返工がある場合には、波力により

破損しないような対応が必要となる。このほか、コンクリート被覆式の被覆工は、越波時

に法面からの水の浸入は起こりにくいが、堤体への浸透により被覆工下面の圧力上昇を低

減するため止水工等による浸透の抑制が必要となる。 
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図-3.1.1 特に留意すべき現象への対処 

 

 以下、３．２では表法先の洗掘対策について、３．３では表法被覆工について、３．４で

は天端被覆工について、３．５では裏法被覆工について、３．６では裏法尻の洗掘対策につ

いて、それぞれの基準類における考え方とともに、粘り強くするための構造上の工夫とその

検討例を説明する。 

  

波返工の配筋
等の補強など

表法先の洗
掘の軽減及
び耐洗掘化

裏法尻の洗掘の軽減
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止水工等による
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３．２ 表法先の洗掘対策 

 

（１）考え方 

２．２．３で述べたように、波浪により表法先が洗掘され、基礎工が流失する恐れがある。 

表法先には、波浪による洗掘を防止して表法被覆工や基礎工を防護することを目的とし

た基礎工や、波のうちあげ高や越波流量の低減を目的とした消波工が設置されることがあ

る。また、止水効果を高めるため、あるいは洗掘に対抗するため、基礎工の下に矢板を打つ

ことがある。これらは設計対象の潮位や波浪に対する所要の効果を発揮するためのもので

あるが、設計規模を超える高潮・高波に対する堤防の粘り強さにも寄与する可能性がある。 

「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」には、基礎工に関して以下のように解説されて

いる。 

・上部構造物を安全に支えるとともに、特に波力による一時的な法先洗掘に耐えるように十

分に根入れする必要がある。 

・法先洗掘に対しては根固工等で保護する等その構造を考慮し、止水工、被覆工と継目又は

基礎工の目地等からの土砂の吸い出しを防止できる構造としなければならない。 

・傾斜式堤防の場所打コンクリート基礎工（図-3.2.1）の大きさは、高さ 1m 以上、幅 1m

以上とすることが多い。 

 

 
図-3.2.1 傾斜式堤防の基礎工の例（出典：海岸保全施設の技術上の基準・同解説） 

 

 また、根固工に関して、以下のように解説されている。 

・表法被覆工の法先または基礎工の前面に接続して設ける必要があり、単独に沈下、屈とう

できるように被覆工や基礎工と絶縁しなければならない。 

・根固工用の捨石、ブロックなどは十分な重量を有し、波力に対抗できるものでなければな

らない。 
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・根固工自体が洗掘により傾倒し基礎工または被覆工との間に間隙が生じないようにしな

ければならない。 

・捨石またはコンクリートブロック根固工による場合、その捨込み厚さは 1m 以上、天端幅

は 2～5m 程度、表法勾配は 1:1.5～1:3 程度とすることが多い（図-3.2.2）。 

 

 
図-3.2.2 捨石根固工の構造（出典：海岸保全施設の技術上の基準・同解説） 

 

「緩傾斜堤の設計の手引き」には、根入れ深さに関して以下のように記載されている。 

・根入れ深さは、次式を満足するようにする。 

根入れ深さ＞長期的な地形変化による地盤低下量 

＋短期的な地形変動と局所洗掘を合わせた最大洗掘深 

・法先が陸上部（平均潮位以上）の場合、短期的な地形変動と局所洗掘を合わせた最大洗掘

深Δhmax は 1m とする場合が多い。 

・法先を海中（平均潮位以下で堤脚水深 h が 4m 未満の場合）としなければならない場合に

は、以下の値を参考とする。 

 砕波帯内の平均的な海底勾配 tanθ＜1/80 Δhmax＝1m 

 砕波帯内の平均的な海底勾配 tanθ≧1/80 Δhmax＝2m 

・特に、1/30≦tanθ≦1/10 の場合、次式によりΔhmax を求めてもよい。ただし、Δhmax≧

2m とする（図-3.2.3）。この方法は表法勾配が 1/4 勾配より急な場合に適用される。 

 ∆ = 0.8 + 0.2    (3.2.1) 

  

なお、２．１．３で述べた表法勾配 1:2 の堤防模型を用いた実験結果（換算沖波波高の現

地換算値 1.9～4.8m、堤脚水深の現地換算値 1.6～2.3m、水面からの堤防高が換算沖波波高

の 1.5 倍以上）からは、次式が導かれる。式(3.2.1)とは異なり、堤脚水深が小さいほど最大

洗掘深が大きくなることに留意が必要である。 

 ∆ ≈ 1.2     (3.2.2) 
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図-3.2.3 最大洗掘深の簡易算定図（1/30≦tanθ≦1/10）（出典：緩傾斜堤の設計の手引

き） 

 

 
図-3.2.4 式(3.2.1)と式(3.2.2)の比較（堤脚水深 1.6m） 

 

 図-3.2.4 は、堤脚水深 1.6m の条件で式(3.2.1)と式(3.2.2)で計算された最大洗掘深を比較

したものである。換算沖波波高が 3m を超えると、最大洗掘深は式(3.2.2)の方が大きくなる。

表法勾配 1:2、水面からの堤防高が換算沖波波高の 1.5 倍以上という式(3.2.2)の適用条件で

は、式(3.2.2)による最大洗掘深の検討が必要であることがわかる。 

以上のような設計規模の高潮・高波に対する構造と対比しながら、以下では設計規模を超

える高潮・高波による表法先の洗掘に対する構造上の工夫を説明する。 
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（２）構造上の工夫 

図-3.2.5 のように、表法先の洗掘が基礎工の移動等を引き起こすことから、その対策は

洗掘を軽減する表法先の保護と、洗掘が生じても基礎工の移動を防止する対策に大別され

る。表法先の保護は根固工の設置のほか、表法先の表層地盤を粗粒材に置換することなどが

考えられる。一方、基礎工の移動防止策として、基礎工の大型化や、基礎工の下部への矢板

工の設置が考えられる。 

 なお、（１）で述べたように、根入れ深さは、長期的な地形変化による地盤低下量と、短

期的な地形変動と局所洗掘を合わせた最大洗掘深との和より大きくする必要がある。この

うち、長期的な地形変化は土砂収支の不均衡により比較的広域で生じるものであることか

ら、それへの対処は漂砂制御施設や養浜等の海岸侵食対策で行うべきものであり、海岸堤防

の構造上の工夫の対象とはならない。以下で述べる構造上の工夫の検討例は、短期的な地形

変動と局所洗掘を対象とするものである。 

 

 
図-3.2.5 表法先の洗掘による被災過程に対応した対策工 

 

  

被覆工間の
隙間

被災過程

対策
・表法先の保護
（根固工、粗粒材養浜等）

対策
・基礎工の移動防止
（基礎工の大型化、矢板工等）

基礎工の移動

表法被覆工
の移動

堤体の侵食

表法先の
洗掘



35 
 

（３）構造上の工夫の検討例 

１）竹下ら(2018)の実験 

竹下ら（2018）は、設計規模を超える波浪で生じる堤防海側の洗掘により堤防が破壊する

事象に焦点をあて、中央粒径 0.2mm の珪砂で作った海浜模型（図-3.2.6）の上に、縮尺 1/30

の堤防模型（高さ 0.2m、天端幅 0.1m、法勾配 1:2）を設置し、許容越波流量を超える時間帯

を含む潮位・波浪条件における、図-3.2.7 に示す各構造の挙動を調べた。造波条件は図-

3.2.8のとおりであり、各段階とも表法先は水没する条件である。 

矢板工などの洗掘対策を施していない、一般的な構造である Case1.1 では、第 1 段階で基

礎工の厚さまで洗掘が進行して、基礎工及び表法被覆工が大きく変位し、それに続く第 2 段

階では基礎工等の変位が増大し、堤体土の吸い出しが容易に生じる状態に至った。 

基礎工下に矢板を設置した Case1.2、基礎工周辺をモルタルで改良して基礎工を大型化し

た Case1.3、基礎工海側の表層地盤を粗粒材に置換した Case1.4 では、基礎工等の変位は生

じなかった。図-3.2.9 の左図のように、Case1.2 及び Case1.3 では、基礎工等の海側での洗

掘深は 1m 以上（現地換算値）になったが、矢板の長さや地盤改良工の厚さより小さかった。

一方、Case1.4 では、Case1.2 などと比べて、基礎工の海側での洗掘が小さかった。 

基礎工の周辺を海底模型と同じ材料で養浜した Case 1.5 及び 1.6 では、図-3.2.9 の右図

のように、第 3 段階において洗掘深が基礎工の厚さ程度に達し、基礎工等に変位がわずかに

生じた。粗粒材を用いた Case1.4 とは異なり、養浜部分の変形が大きく、第 3 段階終了時の

両ケースの海底断面は同様であった。 

以上のように、矢板工や基礎工の大型化、粗粒材での表法先地盤の置換により、海岸堤防

が壊れにくくなることが確認された。海底と同じ程度の粒径の材料による養浜については、

表法先の養浜砂が流出するまでは効果が期待できると考えられる。 

 

 
図-3.2.6 実験水路の断面図（竹下ら、2018） 
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図-3.2.7 竹下ら(2018)の対策工に関する実験の模型断面 

 

 
図-3.2.8 竹下ら(2018)の造波条件（現地換算値） 
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図-3.2.9 表法先の洗掘状況（左：Case 1.2～1.4、右：Case1.5～1.6） 

 

２）福原ら(2021)の実験 

 福原ら(2021)は、波浪による堤防海側及び陸側での洗掘が相互に影響する可能性を考慮し

て、既往研究で効果が認められた堤防海側及び陸側での対策を施した上で水理模型実験を

実施した。具体的には、中央粒径 0.16mm の珪砂で作った海浜模型（図-3.2.10）の上に、

縮尺 1/30 の堤防模型（高さ 0.2m、天端幅 0.1m、法勾配 1:2）を設置し（図-3.2.11）、許容

越波流量を超える時間帯を含む潮位・波浪条件における各構造の挙動を調べた。竹下ら

(2018)の海浜模型との違いは、堤防模型の陸側も移動床になっている点と移動床の粒径であ

る。移動床の粒径を竹下ら(2018)より細かく設定したのは、洗掘の再現性を高めるためであ

る。造波条件は図-3.2.12のとおりであり、各段階とも表法先は水没する条件である。なお、

以降に示す結果の値は現地換算値で記載する。 

ケース 1 では、第 1 段階及び第 2 段階においては、基礎工前面の洗掘深は基礎工の厚さ

までには達しておらず、基礎工は移動しなかった。しかし、第 3 段階では造波開始から 16

分後から基礎工の移動が生じ、その直後から基礎工下部、基礎工背後の堤防盛土材料の吸い

出しが発生し、第 3 段階終了時では表側の吸い出し範囲は堤防高の 1/3 の範囲にまで拡大し

た（図-3.2.13）。基礎工前面は深さ 1.21 m にまで洗掘が進行し、基礎工や表法被覆工が前

方に 0.45 m 移動した。 

ケース 2（表側矢板長 5.4 m、裏側矢板なし）では、第 3 段階においても基礎工前面の洗

掘深は 1.44 m であり、基礎工に設置した矢板長を超過する洗掘が生じることはなかった。

第 3 段階よりも小さい造波条件である第 4 段階、第 5 段階においては、基礎工前面、根留工

背後の洗掘はわずかに進行したものの、被覆工等が移動することはなかった。 

 

 
図-3.2.10 実験水路の断面図（福原ら、2021） 
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図-3.2.11 福原ら(2021)の対策工に関する実験の模型断面 

（左上：ケース 1、右上：ケース 2 及び 3、下：ケース 4） 

 

 
図-3.2.12 福原ら(2021)の造波条件（現地換算値） 

 

ケース 3（表側矢板長 2.7 m、裏側矢板長 1.5 m）では、第 1 段階及び第 2 段階において

は、ケース 2 と同様に、基礎工前面の洗掘が進行した。第 3 段階では造波開始から 4 分後に

基礎工が前面へ移動し、造波開始から 12 分後には基礎工に反時計回りの傾きが生じ、第 3

段階終了後には、基礎工前面の洗掘深はケース 2 と同値の 1.44 m となった。 

ケース 4 では、基礎工前面の洗掘は、第 3 段階終了後でも 0.23 m に留まった。また、表

側に関しては、第 3 段階の造波開始から約 10 分後に基礎工及び表法被覆工の移動が生じた。

それに伴い生じた表法被覆工と天端被覆工の隙間から越波による水が流入していることが

確認でき、表法被覆工下部の堤防盛土材料がわずかではあるが吸い出されている状況も確

認された。  

 以上のように、対策工を設定したケース 2～4 においては、小規模な変状が生じることは

あっても、堤防機能を失うまでの損傷にまでは至っておらず、堤防が破壊するまでの時間を
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長くし、全壊の可能性を減らすという粘り強い構造としての目的を達成していると考えら

れる。 

 

 

 

図-3.2.13 福原ら(2021)の洗掘の進行状況（現地換算値） 

（左上：ケース 1、右上：ケース 2、左下：ケース 3、右下：ケース 4） 

 

３）福原ら(2023)の実験 

 福原ら（2023）は、堤防海側の洗掘による堤防の被災に対して一定の効果が既往研究で確

認されている矢板工による粘り強い構造を対象に、粘り強い構造として必要な矢板長を把

握することを目的として、幅 2.0 m、高さ 5.0 m、延長 135.8 m を有する造波装置付二次元水

路（片側ガラス面）に縮尺 1/8 の堤防模型を設置して、許容越波流量を超える潮位・波浪条

件での粘り強い構造の効果に関する大型水理模型実験を実施した（図-3.2.14）。 

 堤防模型は、基礎工及び根留工を有する敷幅 1.7 m、高さ 0.75 m（現地換算：幅 13.6 m、 

高さ 6.0 m）の堤防構造を基本とし、法面勾配は 1:2 とした。その上で、粘り強い構造とし

て、堤防表側に長さの異なる矢板を設置した 2 ケースの実験を実施した（図-3.2.15）。堤防

模型の盛土材料は瑞浪珪砂 8 号（中央粒径 0.14 mm）を用いた。竹下ら（2018）や福原ら

（2021）より細かい粒径の材料を用いたのは、堤防海側での洗掘をより現地に近い条件で再

現するためである。堤防模型の被覆工、基礎工、根留工は水路設置の際の運搬時の強度を確

保するためにモルタルと鉄筋または鉄網を用いたが、比重が 2.3 になるよう調整した上で製

作した。また、矢板工模型は、実際に使用されている例示のある普通鋼矢板Ⅱを想定して製

作した。具体的には、普通鋼矢板Ⅱの諸元のうち曲げ剛性の値を参考とし、実矢板と矢板工

模型の曲げ剛性が極力上記に合致するよう検討を行った上で、鋼板を L 型アングルにより

補強する形状にて製作した。その際の矢板長は、既往洗掘実験の最大洗掘深を参考として決

定した。具体的には、ケース 1 における矢板長は、既往洗掘実験の最大洗掘深を地盤面と仮
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定した条件にて、現場の矢板長計算で広く活用されている Chang の式を適用し算出した。

実験時の条件を計算に適用したため、天端の上載荷重は 0 とし、地震荷重を見込まない常時

荷重の条件で算出された必要矢板根入長を基に 0.75 m（現地換算：6.0m）を設定した。ま

た、ケース 2 ではケース 1 の洗掘状況を踏まえて、矢板長 0.625 m（現地換算：5.0m）を設

定した。 

 造波条件は修正 Bretschneider-光易型の不規則波とし、3 段階の越波流量（図-3.2.16）と

なるように潮位・波浪条件を与えた。 

 

 
図-3.2.14 実験水路及び地形条件（福原ら、2023） 

 

 
図-3.2.15 各ケースの堤防模型（福原ら、2023）   図-3.2.16 越波流量の計測値 

 

ケース 1 では、第 1 段階の造波開始から 10 分後には、基礎工前面の洗掘深及び最大洗掘

深は基礎工厚さと同程度となった。第 1 段階の造波終了後には、基礎工前面の洗掘深は

0.192m、最大洗掘深では 0.251m となった（図-3.2.17）。洗掘に伴い矢板模型の一部が露出

したが、基礎工、表のり被覆工ともに移動は確認されなかった。第 2 段階の造波条件では、

第 1 段階よりも洗掘が進行したが、この造波条件でも被覆工の移動は確認されず、基礎工前

面の洗掘深は 0.327m、最大洗掘深の位置では 0.348m であった。また、この造波条件におい
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ては、基礎工前面と洗掘深と最大洗掘深間の土砂の堆積は非常に少なかった。第 3 段階の造

波条件では、基礎工前面の洗掘深は 0.321m、最大洗掘深の位置では 0.405m となり、設定し

た矢板長の 1/2 程度の洗掘であったが、基礎工及び表のり被覆工の移動は確認されなかっ

た。 

 

 

 
図-3.2.17 各造波段階終了時の堤防前面地形（上図：ケース 1，下図：ケース 2） 

 

 ケース 2 では、第 1 段階の造波開始から 51 分後の地形は基礎工前面の洗掘深が 0.195m、

最大洗掘深は 0.247m、第 2 段階では、基礎工前面の洗掘深が 0.260m、最大洗掘深は 0.339m

であり、ケース 1 と洗掘深及び洗掘の進行速度に大きな差は確認されず、ケース 1 と同様

に基礎工、表のり被覆工の移動も確認されなかった。ただし、第 3 段階の波浪条件を作用さ

せたところ、造波開始から約 27 分後に天端被覆工と表のり被覆工間に微小な隙間が発生し

た。その後、隙間は徐々に拡大を続け、隙間発生から 5 分後には表のり被覆工が沖側に滑動

し、その後は天端被覆工と表のり被覆工間の乖離部分から波浪による水が侵入し、堤防表側

の上部の砂が流出する状況となった。最終的には、表のり被覆工の滑動は止まったが、矢板

は上部が基礎工により沖側に押し出され、矢板最下端を起点として時計回りに移動する形

の変状となり、堤防機能を確保できない状態となった（写真-2.2.3.1、写真-2.2.6.1）。 

また、海岸堤防の粘り強い構造として見込むべき堤防前面の洗掘深を検討するため、水理

模型実験の結果を用いて、基礎工前面と洗掘深と最大洗掘深の区間にある堆積域が矢板に

及ぼす力の大きさについて確認した。その中では、大規模な変状に至った際の力の作用状況

を図-3.2.18のように想定し、矢板最下端を起点として表法被覆工の重量・土圧・水圧につ

いてモーメントの確認を行った。その結果、安全側で設計することを考慮し、海岸堤防の粘

り強い構造を検討する際に適用する洗掘深は、基礎工前面と最大洗掘深までの間にくさび

状に残っている土砂の部分は見込まず、最大洗掘深を適用させた方がよいと結論づけた。ま
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た、実務においては、通常の設計で用いられる上載荷重及び地震荷重を見込んだ Chang の

式に加え、最大洗掘深を見込んだ矢板に作用する力の釣り合い構造を設計することを提案

した。 

さらに福原ら（2023）は、上記の水理模型実験で計測した基礎工前面の洗掘深と基礎工海

側での最大洗掘深式を、式(3.2.1)で推定される洗掘深と比較した。その結果、図-3.2.19 の

ように、基礎工前面での洗掘深は推定値の方が大きくなることが多かったが、同一の波浪・

水位条件でも推定値の方が小さいことがあることを確認した。また、最大洗掘深はいずれの

ケースにおいても推定値の方が小さいことも確認された。以上のように、式(3.2.1)は最大洗

掘深を過小に見積もる恐れがあることに留意が必要である。 

 

 
図-3.2.18 矢板工に作用する力（福原ら、2023） 

 

 
図-3.2.19 推定式による洗掘深と実験で計測された洗掘深（福原ら、2023） 

 

４）検討例をふまえた表法先の洗掘対策 

 表法先の洗掘対策は、表法先の保護と基礎工の移動防止で構成される。 

 表法先の保護については、従来から用いられている根固工のほか、前述の１）及び２）の

とおり、粗粒材養浜が有効であることが確認された。これらの実験結果からは、養浜に用い

る粗粒材の粒径は現地盤の粒径の 10 倍程度が目安になるが、養浜砂の安定照査と同様に、

堀川らが式(3.2.3)で定義した C 値を参考に設定することなどが考えられる。 

 

 ⁄ = ( ) . ( ⁄ ) .     (3.2.3) 

揚圧力

起点（矢板最下端）

水圧・土圧

表のり被覆
工の重量

水圧・土圧

水圧

0 .0 0 0

0 .1 0 0

0 .2 0 0

0 .3 0 0

0 .4 0 0

0 .0 0 0 0 .2 0 0 0 .4 0 0

推
定

式
に

よ
る

洗
掘

深
（

m
）

実験の計測による洗掘深（ m ）

基礎工前面の洗掘深（ ケース1 ）
最大洗掘深（ ケース1 ）
基礎工前面の洗掘深（ ケース2 ）
最大洗掘深（ ケース2 ）



43 
 

 

ここで、 ：波高、 ：波長、 ：砂の中央粒径、 ：水深 20m 地点と汀線間の平均海

底勾配であり、現地海浜では C 値が 18 より大きければ汀線が後退する条件となる。 

 基礎工の移動防止については、前述の１）及び２）のとおり、地盤改良等による基礎工の

大型化や、矢板工の設置が有効であることが確認された。矢板工の設計については、福原ら

(2023)が提案するように、上載荷重及び地震荷重を見込んだ Chang の式に加え、基礎工前面

の洗掘深ではなく最大洗掘深を見込んで矢板に作用する力の釣り合いを計算することが望

ましい。堤脚水深 4m 未満かつ砕波帯内の平均的な海底勾配が 1/30 から 1/10 の間である場

合における最大洗掘深の予測には、（１）で述べた「緩傾斜堤の設計の手引き」に記載され

ている式(3.2.1)に、設計高潮位より高い潮位や設計波より大きい波高を与える方法が考えら

れるが、福原ら(2023)が指摘するように、最大洗掘深を過小に予測する恐れがあることに留

意する必要がある。また、深浅測量が毎年行われている海岸では、最も洗掘された時期の海

浜断面を洗掘深の想定において参考にできるが、年 1 回程度の測量成果は高波浪後に埋め

戻された海浜断面である可能性があるため、洗掘深を過小に想定する恐れがある。このほか、

２．１．３の図-2.1.3.6 で示したように、水面を基準とした基礎工前面の洗掘深の上限は

沖波波高の 1.2 倍程度になっていることから、その関係を示した式(3.2.2)が導かれた堤脚水

深 2m 程度かつ砕波帯内の平均的な海底勾配が 1/30 から 1/10 の間である場合には、式(3.2.2)

の算定結果も参考に最大洗掘深を設定することが考えられる。 

以上のように、設計規模を超える高潮・高波による表法先の最大洗掘深を定量的に予測す

るのは難しい状況にある。潮位、波浪（波高、周期、継続時間）、粒径、海浜断面、海岸堤

防の形状などを考慮して表法先の洗掘深を予測できる計算モデルの構築が望まれる。 
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３．３ 表法被覆工 

 

（１）考え方 

表法被覆工は、波浪の作用から堤体土を保護し、また堤体や波返工と一体となって高潮、

波浪、津波の侵入を防止する機能を有する。表法の勾配によって波のうちあげ高や越波流量

が変わることから、設計波及び設計潮位に対する所要の目的達成性能を確保するように表

法の勾配は設定される。 

「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」には、表法被覆工に関して以下のように解説さ

れている。 

・表法被覆工は、波力等の作用に対抗し、波浪による侵食や摩耗に耐え、強固で安全な構造

でなければならない。 

・コンクリート被覆式の表法被覆工の厚さは最小厚 50cm とすることが多い。コンクリート

被覆式の裏込めは、栗石を敷くかわりに、雑石または栗石を張って、これに目つぶし及び均

しコンクリートを打つ方法が望ましい。堤体が砂または小砂利のような場合には堤体を整

形した後、表面に 5～10cm 程度の捨てコンクリートを打つ方法が望ましい。その他に、堤

体整形後、表面にソイルセメント、アスファルト等を打つ方法もある。 

・コンクリートブロック式の表法被覆工の厚さは 50cm 以上、裏込めの厚さは 50cm 以上と

することが多い。また、その下面には吸い出し防止材を布設する例もある。 

 また、表法被覆工と一体化あるいは接続されている波返工に関しては、以下のように解説

されている。 

・表法被覆工との接続部分は、不連続面を造らず、原則としてなめらかに続く曲面とし、衝

突する水塊がスムーズに流れるようにしなければならない。 

・波返工が堤防天端より突出する部分の高さは 1m 程度とすることが多い。 

・配筋に当たっては、鉄筋の正確な保持と適切なかぶり厚さの確保を行うとともに、波返工

に作用する引張力に抵抗するため三角の型の組み鉄筋とすることが望ましい。 

以上のような設計規模の高潮・高波に対する構造と対比しながら、以下では設計規模を超

える高潮・高波による表法被覆工に関する構造上の工夫を説明する。 

 

（２）構造上の工夫 

 コンクリート被覆式の場合、堤体内の圧力増加による表法被覆工の不安定化や堤体土の

吸い出しを防ぐため、堤体への浸透を抑制する必要がある。圧密沈下等の経年変化により表

法被覆工と天端被覆工との間の隙間が生じないように留意する必要がある。 

また、２．２．８で述べたように、被覆工の下にフィルター層を表法先から裏法尻まで連

続して設けると、そこが津波越流時に水みちとなって被覆工下の圧力上昇やパイピングを

生じさせる恐れがあることから、表法被覆工の下にフィルター層を設ける場合には天端被

覆工との間で縁を切る必要がある。 
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波返工と一体構造になっているコンクリート被覆式（図-3.3.1）および重力式（図-3.3.2）

の表法被覆工については、設計規模を超える高潮・高波による波力や津波波力による破壊等

が生じないように、式(2.1.1.3)及び(2.1.1.4)などにより高潮・高波や津波による波力を見積も

った上で、図-3.3.3 の左図のように波返工の打ち継ぎ目等に十分に配筋を施す必要がある。

また、図-3.3.3 の右図のように、衝撃的な波力に対しては消波工の設置も有効である。こ

のほか、波返工は津波越流時の海岸堤防の弱点にもなりうることから、波返工の高さまで天

端をかさ上げするなど、波返工の回避についても再検討する必要がある。 

  

 
図-3.3.1 コンクリート被覆式表法被覆工の例  図-3.3.2 重力式表法被覆工の例 

 

 
図-3.3.3 波返工の対策 

  

腹付け・配筋 消波工
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３．４ 天端被覆工 

 

（１）考え方 

天端被覆工は、裏法被覆工と同様に、設計高潮位以下の潮位および設計波以下の波浪によ

る越波で侵食されないように堤体を被覆するものである。海岸堤防は設計規模の高潮・高波

による越波を許容していることから、天端や裏法も含めて被覆することが一般的である。 

「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」には、天端被覆工に関して以下のように解説さ

れている。 

・天端被覆工は、原則として管理用車両あるいは工事用車両等の交通に耐え得る構造としな

ければならない。 

・コンクリート被覆式の天端被覆工は最小限度 20cm 程度の厚さをとること、また厚さ 15cm

以上の裏込めを施すことが多い。また、設計津波を超える津波等の作用に対して、当該堤防

の損傷等を軽減する構造とするため、天端被覆工の厚さを 50cm とし、津波の越流時の弱点

となる法肩を被覆するとともに、津波の越流時の堤体内で上昇する圧力を逃がすように天

端被覆工に空気孔を設けた事例がある。 

・津波越流時には法肩では圧力が低下し、場合によっては負圧に至ることもあることから、

被覆工が流失しやすくなる。法肩は肩ブロックのような独立した構造とせず、天端被覆工と

一体化することが望ましい。 

・コンクリートブロック式に用いられるブロックは、辺長 30cm 以上、厚さ 10cm 以上とす

ることが多く、裏込めは表法被覆工に準ずる。 

以下では、設計規模を超える高潮・高波による天端被覆工に関する構造上の工夫を説明す

る。 

 

（２）構造上の工夫 

 （１）に記載されている空気孔（写真-3.4.1）については、津波越流だけでなく、設計規

模を超える高潮・高波による越波に対しても一定の効果を発揮すると考えられる。ただし、

３．３で述べた表法被覆工と同様に、越波による堤体への浸透は表法被覆工の不安定化を招

くので、空気孔からの海水の過剰な流入を防ぐように、津波越流に対する粘り強い構造と同

様に、孔に砕石を詰める等の処置が必要と考えられる。 

 （１）に記載されている法肩の一体化（図-3.4.1）は、津波越流だけでなく、設計規模を

超える高潮・高波による越波に対しても有効と考えられる。 
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写真-3.4.1 天端被覆工に設けられた点検穴兼空気抜き穴（仙台湾南部海岸） 

 

 
図-3.4.1 天端被覆工と法肩の一体化 

 

  

流失

法肩部分を
天端被覆工
と一体化
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３．５ 裏法被覆工 

 

（１）考え方 

 裏法被覆工は、設計高潮位以下の潮位および設計波以下の波浪による越波で裏法が侵食

されないように堤体を被覆するものである。 

「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」では、設計高潮位以下の潮位および設計波以下

の波浪に対する裏法被覆工に関する解説は天端被覆工と同じである。津波越流に対する粘

り強い構造に関しては、以下のように解説されている。 

・設計津波を超える津波等の作用に対して、当該堤防の損傷等を軽減する構造とするため、

両端に切り欠きを設けた厚さ 50cm のブロックをかみ合わせた裏法被覆工を採用した事例

がある。この事例では、かみ合わせ構造にすることでブロックに流体力が大きく生じるよう

な裏法被覆工表面の不陸を生じにくくし、ブロックに穴を設けないことで堤体土の吸い出

しを抑制することを意図している。 

裏法被覆工は、津波越流時と同様に、高流速が堤体土に直接作用して侵食・洗掘すること

を防止する役割を持つ。その役割を果たすためには、裏法被覆工が流失しないようにしなく

てはならない。その方法の一つは、裏法被覆工の厚さを増すことであり、東北地方太平洋沖

地震の災害復旧では表法被覆工と同じ 50cm が確保されるとともに、コンクリートブロック

式の場合には穴なしブロックをかみ合わせた構造が採用された。 

以下では設計規模を超える高潮・高波による裏法被覆工に関する構造上の工夫を説明す

る。 

 

（２）構造上の工夫 

 コンクリート被覆式の場合、堤体内の圧力増加による裏法被覆工の不安定化や堤体土の

吸い出しを防ぐため、堤体への浸透を抑制する必要がある。圧密沈下等の経年変化により裏

法被覆工と天端被覆工との間の隙間が生じないように留意する必要がある。 

また、２．２．８で述べたように、被覆工の下にフィルター層を表法先から裏法尻まで連

続して設けると、そこが津波越流時に水みちとなって被覆工下の圧力上昇やパイピングを

生じさせる恐れがあることから、裏法被覆工の下にフィルター層を設ける場合には天端被

覆工との間で縁を切る必要がある。 
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３．６ 裏法尻の洗掘対策 

 

（１）考え方 

 ２．２．４で述べたように、越波によって大量の海水が裏法を流下すると裏法尻が洗掘さ

れ、根留工が流失する恐れがある。 

 裏法尻には、裏法被覆工の移動や沈下を防ぎ、かつ裏法尻を保護することを目的とした根

留工が設置されることが一般的であり、津波の越流による洗掘を軽減するため根固工も設

置されることがある。 

「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」には、根留工に関して以下のように解説されて

いる。 

・根留工は，裏法被覆工の基礎工ともいうべきものであるから十分な根入れを必要とする． 

・設計津波を超える津波等の作用に対して，当該堤防の損傷等を軽減する構造とするため，

根留工の幅と根入れを 1m 程度とした例がある（図-3.6.1）．また，洗掘による根留工の変

位を抑制するには，地盤改良等の根固工の併用や，根留工の下に打設する矢板との一体化が

効果的である． 

 また、裏法尻に設置する根固工に関しては、以下のように解説されている。 

・設計津波を超える津波等の作用に対して，当該堤防の損傷等を軽減する構造とするため，

裏法尻に設けられる根固工は，津波の越流等による流体力や洗掘に対して十分な幅と厚さ

を確保しなければならない．その根固工には，施工性に優れた地盤改良や矢板が用いられた

例がある（図-3.6.1）。 

 以上のように、設計規模の高潮・高波に対する根留工や裏法尻の根固工の具体的な諸元は

「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」では例示されていない。また、設計規模を超える

津波に対する根留工や裏法尻の根固工は図-3.6.1 のように例示されているが、設計規模を

超える高潮・高波に対してこの規模の根留工等が必要かどうかは明示されていない。 

  

 
図-3.6.1 津波越流に対して粘り強い海岸堤防の例 

陸側 海側 
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以下では、設計規模を超える高潮・高波による裏法尻の洗掘に対する構造上の工夫を説明

する。 

 

（２）構造上の工夫 

 図-3.6.2 のように、裏法尻の洗掘が基礎工の移動等を引き起こすことから、その対策は

洗掘を軽減する裏法尻の保護と、洗掘が生じても根留工の移動を防止する対策に大別され

る。裏法尻の保護は根固工の設置などが考えられる。一方、根留工の移動防止策として、根

留工の大型化や、根留工の下部への矢板工の設置が考えられる。 

 

 
図-3.6.2 裏法尻の洗掘による被災過程に対応した対策工 

 

（３）構造上の工夫の検討例 

１）竹下ら(2017a) 

竹下ら（2017a）は、中央粒径 0.2mm の珪砂で作った海浜模型（図-3.6.3）の上に、図-

3.6.4に示す縮尺 1/30 の堤防模型（高さ 0.2m、天端幅 0.1m、法勾配 1:2）を設置し、許容越

波流量を超える時間帯を含む潮位・波浪条件で、図-3.6.5及び図-3.6.6に示す各構造の挙

動を調べた。造波条件は図-3.6.7 のとおりであり、目標越波流量をピーク値とする 5 段階

の越波流量の時系列を 3 通り設定した。いずれも、表法先は水没する条件である。 

 

被災過程

裏法尻の
洗掘

根留工の移動

裏法被覆工
の移動

被覆工間の
隙間

堤体の侵食

対策
・裏法尻の保護
（埋設型の根固工、樹
林（盛土））

対策
・根留工の移動防止
（根留工の大型化、矢板
工など）
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図-3.6.3 実験水路の断面図（竹下ら、2017a） 

 

 
図-3.6.4 堤防模型の断面図（竹下ら、2017a） 

 
一般的な構造であるケース 1 については、目標越波流量 0.01m3/s/m では基礎工の変位は

なかったが、目標越波流量 0.05m3/s/m では第 2 段階終了時点で最深洗掘深が根留工の厚さ

1m とほぼ同じになり、裏法被覆工の移動量は 0.06m（現地換算値）であった。さらに、第

3 段階に入ると根留工が越波のたびに陸側に移動し、裏法被覆工の移動量は 1.29m（現地換

算値）に達した。目標越波流量 0.1m3/s/m では、第 2 段階終了時点での裏法被覆工の移動量

は 0.72m（現地換算値）であった。ケース 1 の堤防破壊は、越波による洗掘で根留工に接す

る地盤の反力が低下したところに、越波の水塊が根留工上部に当たることで、根留工が陸側

に押し出されたことが原因と考えられる。 

2t 相当の平ブロック３つを根留工の陸側に設置したケース 2 では、目標越波流量

0.05m3/s/m 及び 0.1m3/s/m でも、第 2 段階終了時に裏法被覆工の移動はなかったが、第 3 段

階に入ると根留工に近いブロックから散乱し始めたため裏法被覆工がそれぞれ 0.09m、

0.12m 移動した（写真-3.6.1）。 

根留工の周辺を海底模型と同じ材料で養浜したケース 3 では、目標越波流量 0.05m3/s/m

の第 2 段階終了後には盛土がなくなっており、第 3 段階で裏法被覆工が大きく移動した（写

真-3.6.2）。また、目標越波流量 0.1m3/s/m では、第 1 段階終了時には盛土がなくなってお

り、第 2 段階で裏法被覆工が大きく移動した。 
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図-3.6.5 対策工の模型断面（竹下ら、2017a）   図-3.6.6 根留工等の寸法（単

位:mm） 
 

 
図-3.6.7 造波条件（竹下ら、2017a） 

 

越波水塊の減勢を期待して根留工の陸側に排水工を設置したケース 4 では、目標越波流

量 0.05m3/s/m の第 2 段階で、排水工より陸側の洗掘に伴い排水工が傾き始め、大きな越波
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とともに排水工が流出した後、根留工や裏法被覆工が大きく移動した（写真-3.6.3）。 

越波水塊の跳ね上げによる洗掘の低減を期待して根留工に切り欠きを設けたケース 5 の

うち異形根留工 a を用いたケースでは、目標越波流量 0.05m3/s/m の第 2 段階で根固工が反

時計回りに傾きながら移動を始め、第 3 段階になると裏法被覆工が大きく移動した（写真-

3.6.4）。図-3.6.8 のように、根留工の重心位置と越波の水塊が当たる位置から反時計回り

に回転しやすい状況にあったと考えられることから、異形根留工 b の形状は重心位置を工

夫して反時計回りの回転を抑えるものとした。その結果、異形根留工 b を用いたケースで

は、目標越波流量 0.05m3/s/m の第 5 段階終了時でも最大洗掘深は小さく、裏法被覆工は移

動しなかった（写真-3.6.5）。 

根留工下に矢板工を設置したケース 6 では、目標越波流量 0.1m3/s/m の第 5 段階終了時ま

で根留工等は移動しなかった。裏法尻での最大洗掘深約 1.7m（現地換算値）に対し、矢板

工の長さ 4m（現地換算値）は十分だったと考えられる。また、裏法被覆工を根継ぎして根

留工を埋設したケース 7、2t 相当のブロック 3 個を地中に段積みしたケース 8 では、目標越

波流量 0.05m3/s/m 、0.1m3/s/m とも、第 5 段階終了時まで根留工等は移動しなかった。図-

3.6.9 及び図-3.6.10 のように、根固工や段積みブロックの下端まで洗掘は達しておらず、

根固工の埋設深は十分であったと考えられる。 

以上のように、根固めブロックや矢板工の設置、根留工の形状の工夫や埋設により、海岸

堤防が壊れにくくなることが確認された。 

 

 
写真-3.6.1 ケース 2 の状況（目標越波流量 0.05m3/s/m） 

 

 
写真-3.6.2 ケース 3 の状況（目標越波流量 0.05m3/s/m） 
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写真-3.6.3 ケース 4 の状況（目標越波流量 0.05m3/s/m） 

 

 
写真-3.6.4 ケース 5 の状況（目標越波流量 0.05m3/s/m、異形根留工 a） 

 

 
図-3.6.8 造波条件（竹下ら、2017a） 

 



55 
 

 
写真-3.6.5 ケース 5 の状況（目標越波流量 0.05m3/s/m、異形根留工 b） 

 

  
図-3.6.9 ケース 6,7 の実験後の断面   図-3.6.10 ケース 6,8 の実験後の断面 

 

２）福原ら(2021)の実験 

 ３．２（３）２）で述べたように、福原ら(2021)は、中央粒径 0.16mm の珪砂で作った海

浜模型（図-3.2.9）の上に、縮尺 1/30 の堤防模型（高さ 0.2m、天端幅 0.1m、法勾配 1:2）

を設置し、許容越波流量を超える時間帯を含む潮位・波浪条件における、図-3.2.10に示す

各構造の挙動を調べた。図-3.2.12に示した各ケースの裏法尻の状況を以下で説明する。な

お、以降に示す結果の値は現地換算値で記載する。 

ケース 1（表側、裏側とも矢板なし）では、第 1 段階及び第 2 段階においては、根留工背

面の洗掘深は根留工の厚さまでには達しておらず、根留工は移動しなかった。しかし、第 3

段階では基礎工の移動や堤防盛土材料の吸い出しが表法先で発生したが、根留工背面では

洗掘は根留工底面まで達しておらず、根留工下部の吸い出し等も発生していなかった。 

ケース 2（表側矢板長 5.4 m、裏側矢板なし）でも、根留工背面の洗掘深は根留工の厚さ

まで達せず、根留工が移動することはなかった。 

ケース 3（表側矢板長 2.7 m、裏側矢板長 1.5 m）では、第 1 段階及び第 2 段階では裏法尻

の洗掘が進行し、第 3 段階では造波開始から 4 分後に基礎工が前面へ移動し、その 1 分後

に根留工が背面へ移動した。その後は、越波が根留工を打ち付けるたびに根留工は時計回り

に傾き、それに伴い生じた裏法被覆工と根留工との隙間から水が侵入し、根留工下部の吸い

出しが生じた。 

ケース 4（表法先に粗粒材養浜を実施）では、根留工背面の洗掘は第 3 段階終了後には根

留工底面部にほぼ達し、根留工は第 3 段階終了時には約 1m 移動していた。 

 表側の変状を契機として裏側の変状が生じた可能性があるケース 3 などに関して、図-

3.6.11 のような表側から裏側への変状の連鎖が考えられている。表法先の洗掘により基礎

工が移動すると、表法被覆工と天端被覆工との間に隙間が生じ、そこからの水の流入が根留
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工の移動にも影響している。 

 
図-3.6.11 表側から裏側への変状の連鎖 

 

３）検討例をふまえた裏法尻の洗掘対策 

 裏法尻の洗掘対策は、裏法尻の保護と根留工の移動防止で構成される。 

 裏法尻の保護については、前述の１）のとおり、根固めブロックの設置が有効であること

が確認された。このほか、津波越流に対して粘り強い海岸堤防に採用されている根留工周辺

の地盤改良（図-3.6.1）も有効と考えられる。 

 根留工の移動防止については、前述の１）及び２）のとおり、根留工の形状の工夫や埋設、

矢板工の設置が有効であることが確認された。それらの規模を決定する上では、津波越流に

対して粘り強い海岸堤防の構造を参考にしつつ、設計規模を超える高潮・高波による越波流

量を津波越流時の流量と比較することが必要である。裏法尻の洗掘深が式(2.1.4.1)で得られ

る R の 5 倍とした結果を示している図-3.6.12 のように、許容越波流量より越波流量が多

少大きい条件では、洗掘深は 2m 程度を見込むことが考えられる。 

 

 
図-3.6.12 式(2.1.4.1)で得られる R の 5 倍となる最大洗掘深Δhmax（Zfは堤防の比高） 
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４．おわりに 

 

 本資料では、設計規模を超える高潮・高波によって生じる水理現象と海岸堤防の破壊現

象、及びそれに対する構造上の工夫の要点をまとめた。その概要は以下の通りである。 

・設計規模を超える高潮・高波の作用が生じると、波返工に作用する波力、天端から裏法

尻にかけての高流速・せん断力、表法先や裏法尻での洗掘、基礎地盤・被覆工下の堤体へ

の浸透と残留空気の圧力上昇などが同時に発生していく。 

・設計規模を超える高潮・高波の作用時には、波力による波返工の倒壊、表法先の洗掘に

よる基礎工の不安定化、裏法尻の洗掘による根留工の不安定化、高流速や法肩での圧力低

下による被覆工の不安定化、高流速による堤体材料の吸い出し、パイピングなどが同時か

つ相互に影響しながら、海岸堤防の破壊が進行する。 

・このように、複数の被災形態が複合的に発生することが多いと考えられることから、粘

り強い構造の検討においては、特定の対策工法のみに限定せず、複数工法の組み合わせを

検討することが望ましい。 

・表法先の洗掘に対しては、洗掘を軽減する表法先の保護と、洗掘が生じても基礎工の移

動を防止する対策を組み合わせることが考えられる。表法先の保護には、根固工の設置の

ほか、表法先の表層地盤を粗粒材に置換することなどが有効である。一方、基礎工の移動

防止策として、基礎工の大型化や矢板工の設置が有効である。 

・表法被覆工や裏法被覆工は、堤体への浸透を抑制するため、圧密等の経年変化により天

端被覆工との間に隙間が生じないように留意する必要がある。また、波返工と一体構造に

なっているコンクリート被覆式の表法被覆工については、波力による破壊等が生じないよ

うに、打ち継ぎ目等に十分に配筋を施す、あるいは波返工を回避することを検討する必要

がある。 

・裏法尻の洗掘に対しては、根固めブロックの設置による裏法尻の保護や、根固工の形状

の工夫や埋設、矢板工の設置による根留工の移動防止が有効である。 

 本資料により設計規模を超える高潮・高波に対して傾斜堤を粘り強くする構造上の工夫

は整理できたと考えられる。ただし、本資料の主な検討対象である傾斜堤以外の型式の海

岸堤防については、さらなる検討が必要である。その検討においては、さまざまな型式に

対応できる数値計算の活用が考えられるが、本資料で説明した複雑な水理現象を全て考慮

して破壊現象を再現する実用的な数値計算手法は確立していない。また、粘り強い構造の

導入による背後地の被害軽減効果を定量的に評価するには、設計規模を超える高潮・高波

の作用が始まってから堤防が壊れるまでの時間を見積もる必要があるが、その見積もりは

現時点の知見だけでは難しい。以上の点については、今後の課題としたい。 
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